
 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度 政策経営局 予算概要について 
 

 

 

 

令和７年度 政策経営局予算概要は、次のとおりです。 

 

○令和７年度政策経営局予算案のポイント [P1] 

○各施策の主な取組 [P2] 
 ○令和７年度政策経営局予算案総括表 [P12] 

 ○事業別内訳 [P13] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

政策経営局総務課長 木野知 裕  Tel 045-671-2034 

令和 ７ 年１ 月 3 1 日 
政 策 経 営 局 総 務 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



 

 

政策経営局 お問合せ先一覧
頁 担当 電話番号

ー ー
(1)人口減少社会を見据えた施策検討・調査等の実施 経営戦略課長　遠藤　春香 671-3912
(2)戦略的なまちづくりの検討 経営戦略課担当課長　髙松　誠 671-4172
(3)循環型社会（サーキュラーエコノミー）に関わる基礎調査の実施 経営戦略課担当課長　中村　大和 671-3124
(4)海洋施策の推進 経営戦略課担当課長　中村　大和 671-3124
(5)基礎的調査の実施 統計情報課長　石川　俊則 671-2050

3 ＜コラム＞人口の推移～４年ぶりの人口増に 統計情報課長　石川　俊則 671-2050
＜コラム＞ 「子育てしたいまち推進モデル地区」の取組 経営戦略課基本戦略推進担当課長　飯田　学 671-2135

ー ー
(1)施策評価の推進 データ経営課長　大橋　礼昌 671-4793
(2)データ利活用の促進 データ経営課担当課長　大山　紘平 671-4799

5 財源確保推進課長　蛭田　晃生 671-4791

ー ー
(1)市政情報の効果的な発信 広報課長　大澤　浩希 671-2300
(2)市民発信による居住促進プロモーション　 広報戦略・プロモーション課長　野添　奈緒子 671-4788

広報戦略・プロモーション課担当課長　山根　伸哉 671-4881

(1)「共創フロント」の更なる推進
(2)寄附の仕組みの検討と対話の機会の充実

(1)持続的な公益活動のための民間事業者等との連携強化 
(2)オープンイノベーションの手法や仕組みの創発　
(3)子供・若者を中心とした公民連携の取組の推進
＜コラム＞ 「サーキュラーエコノミーplus×EXPO 2025」の開催

(1)ＰＰＰ／ＰＦＩ等の推進　
(2)指定管理者制度の運用

制度企画課長　松石　徹 671-4323
(1)特別市の認知向上に向けた広報・プロモーション 制度企画課長　松石　徹 671-4323
(2)特別市制度の調査・研究 制度企画課担当課長　林　暁 671-2134

(1)各種広域行政等の推進
(2)友好交流の推進

男女共同参画推進課長　武井　友子 671-3691
ー ー

(1)女性活躍の更なる推進 男女共同参画推進課長　武井　友子 671-3691
(2)安全・安心な暮らしの実現 男女共同参画推進課長　武井　友子 671-3691

(3)誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり

男女共同参画推進課長　武井　友子

【地域防災における男女共同参画の推進について】
男女共同参画推進担当課長　峰　聡明

671-3691

671-4061

(4)男女共同参画センターを拠点とした施策の推進 男女共同参画推進担当課長　峰　聡明 671-4061

共創推進課長　古瀬　謙一 671-4394

共創推進課担当課長　高岡　昭人 671-4392

３　九都県市首脳会議の開催

Ⅳ　特別市の実現に向けた取組と広域連携の推進

総務課長　木野知　裕 671－2034

8

9

10

7

2

4

6

1

広域行政課長　須田　浩美 671-2108

１　第 6 次横浜市男女共同参画行動計画（令和８～12 年度）の策定
２　第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）の推進

２　他自治体との広域連携・交流の推進

１　特別市の早期法制化の実現に向けた取組

事業名等
令和７年度 政策経営局予算案のポイント

予算総額
主な増事業
財源創出の取組

Ⅴ 男女共同参画の推進

１　都市ブランド力の向上

２　データ経営の推進

１　中長期的な課題に対する戦略の検討等

各施策の主な取組
Ⅰ　横浜の持続的な成長・発展に向けた取組の推進

Ⅱ シティプロモーションの推進

３　ＰＰＰ／ＰＦＩ等の推進

２　多様な主体による地域や市民生活に根ざしたオープンイノベーションの推進

１　共創フロントを通じた公民連携の更なる推進

２　庁内の広報・プロモーション力向上

３　ふるさと納税等の財源充実策の推進

Ⅲ　共創の推進



令 和 ７ 年 度

予 算 概 要

政策経営局
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Ⅰ 2
Ⅱ 6
Ⅲ 7
Ⅳ 9
Ⅴ 10

12

13

※この冊子では主な事業を掲載しているため、各項目の合計額は局予算合計に一致しません。
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令和７年度の政策経営局の予算は 8,366百万円です 
前年度との比較では、3,191百万円の増（61.7％増）となっています 

一般会計 令和７年度案 令和６年度 前年度比 増減率 

予算総額 8,366 百万円 5,174 百万円 3,191 百万円 61.7％増 

（市債＋一般財源） （5,866 百万円） （4,799 百万円） （1,067 百万円） 22.2％増 

●国勢調査事業 
 事業実施による増 2,199百万円 
●ふるさと納税等推進事業 
寄附受入見込拡大に伴う増 950百万円 

合計 18件 1,872百万円 
●政策経営局における主な財源創出の取組 

 
分
類 

事業名 財源創出の内容 財源創出額 

歳
入
確
保
の
取
組 

ふ
る
さ
と
納
税
の
推
進 

ふるさと納税等推進事業 

個人版ふるさと納税における、新たな返礼品開
発や広報プロモーションの強化など、寄附受入
れに向けた取組を強化することで歳入を確保 
※財源創出額は、寄附受入見込額から返礼品調
達費等の必要な経費を差し引いた金額 

1,800百万円 

共創・オープン 

イノベーション推進事業 

企業版ふるさと納税獲得に向けた仕組みづく
りや、市ウェブサイトやセミナー・イベント等
を活用した企業への周知を強化することで歳
入を確保 

20百万円 

創
造
・
転
換
に
よ

る
財
源
創
出 

「広報よこはま」発行事業 
広報よこはまの広告枠を増やすことで歳入を
確保 2百万円 

歳
出
削
減
の
取
組 

創
造
・転
換
に
よ
る
財
源
創
出 

シティプロモーション事業 
プロモーション動画や冊子の制作が完了し、活
用段階へ移行したことによる経費削減等 29百万円 

政策支援・データ活用推進事業 
データ活用に係る伴走支援業務の一部を内製
化することで経費を削減 9百万円 

男女共同参画推進事業 

男女共同参画センターにおいて、利用者が少な
い夜間時間帯の貸室利用時間を短縮すること
で経費を削減 

4百万円 

政策運営費 
情報収集等のための負担金を見直すことで経
費を削減 1百万円 

テレビ・ラジオ広報事業 
広報ラジオ番組の番組数を見直すことで経費
を削減 1百万円 

 

令和７年度 政策経営局予算案のポイント 

予算総額 

主な増事業 

財源創出の取組 
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１ 中長期的な課題に対する戦略の検討等 

⑴ 人口減少社会を見据えた施策検討・調査等の実施      （⑦20 百万円 ⑥20 百万円） 

将来の活力ある横浜を目指し、転入促進や出生数の維持・向上に向けた施策検討や調査を実施
するなど、引き続き中長期的な視点をより重視した政策の企画立案・総合調整を実施 

⑵ 戦略的なまちづくりの検討                （⑦20 百万円 ⑥30 百万円） 

都市計画マスタープラン改定※に伴い、新たな時代に対応したまちづくりを進めるため、その
実現策である「土地利用誘導戦略」による魅力的な都市づくりに向けた施策効果の検証等を実施 

※令和７年度改定予定 

⑶ 循環型社会（サーキュラーエコノミー）に関わる基礎調査の実施【新規】  （⑦10百万円） 

これまで進めてきている脱炭素関連施策に加え、更な
る循環型社会の推進に向けて、本市での循環型社会に関
わる展開手法の検討などの基礎調査委託を実施 

 
 

⑷ 海洋施策の推進   （⑦3百万円 ⑥3 百万円） 

海洋に関する活動拠点となる「海洋都市横浜」を目指
し、子供や学生、企業・団体等の海に関する理解・関心
を高める取組や、市内産業の活性化に資する取組などを
実施 

 
 

⑸ 基礎的調査の実施 （⑦2,213百万円 ⑥45 百万円） 

ア 全ての人と世帯を対象とする５年に１度の「国勢調査」を実施（⑦2,199 百万円） 
 
 
 
 
 
 

イ 人口や主な基幹統計等、本市に関する統計を市ウェブサイトで公表するほか、メールマガ
ジンやＳＮＳ、刊行物等により広く情報を発信 

 

  

各施策の主な取組 

「海洋都市横浜うみ博 2024」の様子 

Ⅰ 横浜の持続的な成長・発展に向けた取組の推進 （⑦4,065百万円 ⑥926 百万円） 

統計情報ポータルサイト 
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＜コラム＞ 人口の推移～４年ぶりの人口増に 
横浜市の人口は、令和 3 年より減少となっていたところ、令和６年は４年ぶりに増加しまし

た。対前年比 364 人の増となり、主な内容やポイントは以下の通りです。 
〈内容〉                            ※（ ）内は前年の増減数 

○社会増減：市外からの転入者と市外への転出者の差等  ＋18,802 人（＋16,117 人） 
○自然増減：出生数と死亡数の差            ▲18,438 人（▲16,492 人） 

※今回の分析は速報値。詳細な分析は令和 7 年の国勢調査等も踏まえ、別途実施。 

〈ポイント〉 
○20 代から 40 代の社会増減が、過去 20 年で最大の 16,526 人の増 

（社会増減の全体の約 9 割を占める）       …… 図１：人口動態の推移  
○傾向として、減少傾向が顕著であった生産年齢人口について、 

過去 20 年で最大級の増（＋5,881 人）       …… 図２：生産年齢人口の推移 

 本市は、日本社会全体が構造として人口減に向かっている状況に適応しつつ、令和 7 年度も
「明日をひらく都市」として、住みたい都市、住み続けたい都市、選ばれる都市に向け、「中期
計画 2022‐2025」に掲げた施策・事業の推進をはじめ、物価高等を踏まえた柔軟な対応や、
「土地利用誘導戦略」の策定など新たな時代に相応しいまちづくりの推進、循環型経済（サー
キュラーエコノミー）の展開着手など、横浜の持続的な成長・発展に向けた必要な取組を進め
ていきます。 

【図１：人口動態の推移】                 ・本市全体の社会増減が過去 20 年で最大のプラス  [前年比 18,802 人増] 
・20～40 代の社会増減が過去 20 年で最大のプラス [前年比 16,526 人増] 
 

 

 ・生産年齢人口が過去 20 年で最大級の増加幅 [前年比 5,881 人増] 【図２：生産年齢人口の推移】            

 

生産年齢人口の増を追い風に 

令和７年度 市税収入（見込み）増加 

※「令和７年度予算案について」P5、P6 に掲載 
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２ データ経営の推進 

⑴ 施策評価の推進                      （⑦20百万円 ⑥22 百万円） 

データドリブンプロジェクトとして、全ての施策を対象に、データに基づいて施策目的と紐づ
く事業の関係性などを確認・検証し、施策の質を高めながら、効果的な事業への転換や類似事業
の整理等の検討を段階的に実施 

⑵ データ利活用の促進                      （⑦75百万円 ⑥52 百万円） 

ア 庁内のデータを収集・分析する環境を整備するなど、データに基づく経営サイクルを支え
る行政経営プラットフォームの構築を進め、政策立案や予算編成等で活用 

イ 職員の人材育成や、各区局への取組支援等を通じて、データ利活用の取組を促進 
 

  

＜コラム＞ 「子育てしたいまち推進モデル地区」の取組 
青葉区美しが丘公園周辺において、他の地区に先行して実施する事業を含め、複数

の施策を面的に展開するという手法をモデル的に実施しています。 当該地区のみで実
施した小学校の朝の居場所づくりモデル事業については、令和７年度は４月からの事
業開始を目指すなど、より利用しやすい事業にした上で、実施エリアを拡大し、計 10
校で拡充・実施する予定です。また、美しが丘地区の手法も参考としながら、令和７
年度は鶴見区において、こどもの居場所づくりや地域交通の導入といった施策を束ね
て展開していくなど、「子育てしたいまちの実感」につなげる取組を広げていきます。 
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３ ふるさと納税等の財源充実策の推進           （⑦1,705百万円 ⑥754 百万円） 
≪寄附受入見込額：⑦ 35 億円 ⑥ 16 億円≫ 

ア 個人版ふるさと納税については、中期計画の目標値（７年度寄附受入額 20 億円）を上回
る寄附受入見込額を設定。これまで構築してきた寄附受入推進の基盤を生かしながら、横
浜らしい返礼品や知名度の高い返礼品の拡充に取り組むとともに、ＷＥＢマーケティング
に基づくプロモーションの更なる強化などの取組により、「寄附金の確保」、「市内事業者
支援」、「市の魅力ＰＲ」につなげる 

イ 企業版ふるさと納税や広告及びネーミングライツなどの財源確保策を推進 
 

 

 

ウ  
 

 

 

【参考４】寄附用ポータルサイト：12 サイト 
(令和６年 12 月現在) 

ふるさとチョイス、ふるぽ、楽天ふるさと納税、 
ふるなび、一休.com ふるさと納税、さとふる、 
G-call ふるさと納税、JRE MALL ふるさと納税、 
JAL ふるさと納税、ANA のふるさと納税、 
どこでも納税、Amazon ふるさと納税 

※順不同 

 

【参考３】返礼品数 

【参考５】債務負担行為の設定（令和７年度に設定） 

※令和８年度のふるさと納税寄附管理等業務（令和７年度中契約）のため、直近予算の寄附受入額の見込をもとに設定 

【参考１】横浜市への「ふるさと納税」寄附受入実績 【参考２】返礼品の例 

得々飲茶セット（10 種 32 個入り） 
＜横浜中華街状元樓＞ 

Victor 完全ワイヤレスイヤホン 

ヨコハマ グランド インターコンチネンタルホテル 
     ラウンジ＆バー「マリンブルー」 

アフタヌーンティーペアご利用券 

タカラダオリジナル・横浜 Before&Now 
コーヒーカップ＆ソーサー 

横浜市への寄附の申込 

５年度 ６年度
（決算） （12月末まで）

11.9億円 26.0億円

市内からの寄附 1.4億円 1.0億円

市外からの寄附 10.5億円 25.0億円

横浜市へのふるさと納税額

内　容 ５年度末 ６年12月末

市内産品（中華総菜・菓子等） 430 664

体験型（ホテル宿泊・ﾄﾗﾍﾞﾙｸｰﾎﾟﾝ等） 162 190

合　計 592 854
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１ 都市ブランド力の向上 

⑴ 市政情報の効果的な発信                （⑦718百万円 ⑥724 百万円） 

ア 広報よこはまや市ウェブサイト、テレビ・ラジオ等のメディアを相互に連携させながら効
果的に情報を発信することで、子育て施策をはじめとした市政情報や防災など市民ニーズ
の高い情報を、分かりやすく市民の皆様に発信 

イ 広報よこはまダイジェスト版を市公式 LINE と連携して配信し、記事に直接アクセスでき
る環境を整えるなど、デジタル化への対応を推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑵ 市民発信による居住促進プロモーション         （⑦192百万円 ⑥202 百万円） 
ア 横浜移住サイトやＷＥＢメディア、ＳＮＳ、テレビなどの様々なメディアをターゲットに

合わせて活用し、本市の様々な施策とともに横浜での暮らしの魅力を戦略的に発信 
イ 市内に暮らす方が実際に感じている住環境や子育て環境、利便性などの生活の魅力やライ

フスタイルなどを、市民のリアルな声で発信する居住促進プロモーションを新たに展開 
ウ これらの取組を通じて、シビックプライドの醸成や、市内外の方から「住みたい」「住み続

けたい」「選ばれる」都市としてのブランド力を向上 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 庁内の広報・プロモーション力向上             （⑦10百万円 ⑥10 百万円） 

ア 組織的な広報・プロモーション力向上を目的に、デザインやブランディング、やさしい日本
語等に関する庁内研修を開催。また、動画視聴による研修を拡充し、より多くの職員が研修
を受講できる環境を整備 

イ 各部署が情報発信する際の企画立案、制作物デザインに対して、専門人材を活用し、相談対
応やアドバイスを行うことで効果的な情報発信のための伴走支援を実施 

Ⅱ シティプロモーションの推進               （⑦920百万円 ⑥935 百万円） 

広報よこはま 

居住促進キービジュアル例 横浜移住サイト 

市公式 LINE 

- 6 -



 
１ 共創フロントを通じた公民連携の更なる推進 

⑴ 「共創フロント」の更なる推進               （⑦2 百万円 ⑥2 百万円） 
ア 企業と行政の対話を通じて、公民連携により質の高い公共サービスの提供や横浜らしい地

域活性化などを図るため、「共創フロント」を通じた企業との連携を引き続き推進 
イ 横浜市立大学に設置された「YCU共創イノベーションセンター」とともに、それぞれが持

つ企業や学術的ネットワークを生かした相互連携による取組の推進 

⑵ 寄附の仕組みの実践と対話の機会の充実         （⑦10百万円 ⑥17百万円）※1 
※1 うち企業版ふるさと納税 ⑦10百万円 ⑥17百万円 

ア 「共創フロント」による公民連携と、企業版ふるさと納税
（寄附）の獲得を結びつける仕組みを引き続き実践 

イ 「YOKOHAMAイノベーション・ダイアログ」等の開催に
よって対話の場を創出し、行政やＮＰＯ等の様々な主体が、
企業との連携を模索する機会を充実 

 
２ 多様な主体による地域や市民生活に根ざしたオープンイノベーションの推進 

⑴ 持続的な公益活動のための民間事業者等との連携強化    （⑦1百万円 ⑥3百万円）※2 
※2 うち企業版ふるさと納税 ⑦1百万円 ⑥3百万円 

ア 民間事業者等が持続的に公益活動に取り組めるよう、新たな財源確保の一環として「休眠
預金等活用制度」※3の活用を促進するセミナー等を実施し、社会課題解決の主体の裾野を
拡大 

イ 市内企業やＮＰＯ、大学等をつなげる中間支援組織が、休眠預金を活用し、持続可能な形
でビジネスを通じて社会課題を解決するための仕組みの検討 
 

※3 10 年以上、入出金等の取引がない預金等を活用し、行政が対応困難な社会の諸課題の解決を図る民間の団体
が行う活動を支援する制度 

⑵ オープンイノベーションの手法や仕組みの創発        （⑦1百万円 ⑥7百万円）※4 
※4 うち企業版ふるさと納税 ⑦1百万円 ⑥7百万円 

ア 市内各地の横浜版地域循環型経済※5の取組を推進するため、空き家や空き店舗、休耕地等
を活用した、公民連携による地域での雇用・就労等を促進する仕組みの創発 

イ 産学官民の連携によるリビングラボや、若者と企業がつながる場の提供として、ハッカソ
ン※6等の手法や仕組みを活用し、オープンイノベーションを推進 

 
※5 「横浜版地域循環型経済」（サーキュラーエコノミーplus）は、資源・製品のリサイクルを中心に展開するい

わゆる一般的な循環型経済に加えて、そこに関わる「ひと」に着目していることが特徴の取組。高齢、その他
の事情で生活上の困難を抱える方であっても安心して働き、暮らせる、「誰一人として取り残されない持続可
能な社会」を目指す経済活動を示す考え方 

 
※6 大学、専門学校の学生等がチームを作り、意見やアイデアを出し合いながら、一定期間開発を行い、成果を 

競い合いながら、様々な課題の解決を目指す取組 

  

YOKOHAMAイノベーション・ダイアログの様子 

Ⅲ 共創の推進                            （⑦34百万円 ⑥49百万円） 
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⑶ 子供・若者を中心とした公民連携の取組の推進      （⑦8百万円 ⑥10百万円）※7 
※7 うち企業版ふるさと納税 ⑦8百万円 ⑥10 百万円 

ア 小学生から大学生までの、子供・若者が主体となり
「GREEN×EXPO 2027」に向けて、脱炭素や 
ネイチャーポジティブなどをテーマに、自分たちに
は何ができるか議論・実践を重ね、課題解決につな
がる提案を目指す「（仮称）よこはま未来の実践会
議」等を実施 

イ 子供・若者による取組の実践の場に、多くの民間事業者等の参画を促すため、市ウェブサイト
や、共創メールマガジン、共創推進課の「Ｘ」などのＳＮＳを活用し、積極的に情報発信 

 
３ ＰＰＰ／ＰＦＩ等の推進 

⑴ ＰＰＰ／ＰＦＩ等の推進                 （⑦11 百万円 ⑥9 百万円） 

ア 「横浜 PPPプラットフォーム」の活動を、これまで
注力してきた知識習得の場から、魅力的なPPP／PFI
事業を創出する、より実践的な場とするため、横浜
市 PPP リスト※8 に掲載した事業に関する公民対話
の機会を増やすとともに、民間事業者間のネットワ
ーク形成を支援するビジネスマッチングを継続的に
開催し、市内企業の PPP／PFI事業への参画を促進 

イ PFI事業をより推進するため、令和７年度から PFI
制度に関する業務を財政局に移管 

※8 ＰＰＰ手法の導入可能性がある事業をまとめたリスト。市ウェブサイトで公開 

⑵ 指定管理者制度の運用                  （⑦1 百万円 ⑥1 百万円） 

ア 各区局が行う指定管理者の選定や制度運用の取組を支援するため、各種の研修等を通じ
て職員のスキルアップを図るとともに、客観的な視点に立って指定管理施設の評価を実
施する第三者評価員を養成 

イ 指定管理者制度の持続性につながる制度改善を推進 

【参考】令和７年度の制度改善等による指定管理料の追加額 
・賃金水準スライド：762百万円 
・物価高騰対応  ：408百万円 

公民対話の様子 

よこはま未来の実践会議（ヨコラボ 2024）の様子 

＜コラム＞ 「サーキュラーエコノミーplus×EXPO 2025」の開催 
「サーキュラーエコノミーplus×EXPO 2025」は、本市が公民共創で進める地域循環型
経済の取組を更に発展させることを目指す２日間のイベントです。子供・若者の取組の
推進、食とエネルギーの循環、持続可能な地域の発展、新しい学び方と働き方などをテ
ーマに、市民や事業者の皆様との対話と共創の機会を提供します。 
（令和７年３月 23日（日）、24日（月）パシフィコ横浜ノースにて開催予定） 

各局で計上 
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１ 特別市の早期法制化の実現に向けた取組 

⑴ 特別市の認知向上に向けた広報・プロモーション          （⑦12百万円 ⑥14 百万円） 

シンポジウムの開催など市民の皆様への丁寧な説明やプロモーションツール等を活用した広
報・ＰＲにより、特別市の認知向上を図り、早期法制化に向けた機運醸成を推進 

⑵ 特別市制度の調査・研究                      （⑦３百万円 ⑥2 百万円） 

附属機関「横浜市大都市自治研究会」において特別市の法制化に向けた諸課題と対応方策等の
調査審議を行うなど、本市にふさわしい地方自治制度・特別市の調査・研究を実施 

 

 

 

 

 
 

２ 他自治体との広域連携・交流の推進 

⑴ 各種広域行政等の推進                     （⑦16 百万円 ⑥16 百万円） 

本市を取り巻く広域的な課題、大都市部に共通する都市問題などの解決に向け、指定都市市長
会や九都県市首脳会議、県からの権限移譲、国の制度・予算に関する提案・要望、近隣自治体と
の広域連携を推進 

⑵ 友好交流の推進                         （⑦2百万円 ⑥3百万円） 

「友好交流に関する協定」に基づき、山梨県道志村・群馬県昭和村との友好交流を推進 
 
３ 九都県市首脳会議の開催                   （⑦17百万円 ⑥１百万円） 

首都圏（一都三県）の知事・政令市市長が一堂に会し、中長期的展望のもと、共有する膨大な地
域活力を生かし、共同して広域的課題に取り組む九都県市首脳会議について、令和７年（１月１日
～12 月 31 日）は本市が座長を務め、首脳会議等を開催・運営 

 

「特別市」シンポジウム 「横浜市大都市自治研究会」への諮問 

第 60 回指定都市市長会議 第 86 回九都県市首脳会議 

Ⅳ 特別市の実現に向けた取組と広域連携の推進 （⑦50百万円 ⑥36 百万円） 
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ジェンダーすごろくワーク 

 
１ 第 6次横浜市男女共同参画行動計画（令和８～12年度）の策定【拡充】 

  （⑦15百万円 ⑥9 百万円） 
第５次計画が令和７年度末で終了することから、男女共同参画審議会への諮問（令和６年９月）・

答申を受けて、第６次計画を策定するとともに、計画の周知・啓発を実施 
 
２ 第５次横浜市男女共同参画行動計画（令和３～７年度）の推進 
⑴ 女性活躍の更なる推進                  （⑦17百万円 ⑥17 百万円） 

ア 誰もが働きやすい職場環境づくりを積極的に進める市内企業等を「よこはまグッドバラン
ス企業」として認定 

イ 女性の経済的自立に向けて、ＷＥＢマーケティング等のデジタルスキルの習得、実習    
プログラムを経て就労まで、伴走型の支援を行う「女性デジタル人材育成事業」を実施 

⑵ 安全・安心な暮らしの実現【拡充】             （⑦9百万円 ⑥2 百万円） 

ア デートＤＶの防止に向け、生徒・教職員向けの「予防教育」、ＳＮＳによる「相談」窓口、
「被害・加害者回復プログラム」、「広報・啓発」を総合的に推進し、予防から回復まで切れ
目ない支援を実施 

イ 配偶者等による暴力の未然防止・根絶に向けた啓発を実施 
ウ デートＤＶ・ＤＶの理解度やデートＤＶ相談窓口の認知度の向上を図るため、新たにＤＶ啓

発動画を作成するなど広報啓発を拡充 
 
 
 
 
 

⑶ 誰もが活躍できる豊かな地域・社会づくり【拡充】      （⑦6百万円 ⑥2 百万円） 

ア 企業やＮＰＯ等多様な主体と連携し、ジェンダー問題
の理解促進に向けたワークショップ等を実施 

イ 男女のニーズを踏まえた避難所運営を学ぶ「男女共同
参画の視点を取り入れた防災研修」をこれまでの地域
防災拠点運営委員長に加えて、女性の運営委員や運営
を支援する市職員に拡大 

ウ 男女共同参画の必要性を市民の皆様に広く啓発するた
めの動画を作成するなど、広報啓発を拡充 

⑷ 男女共同参画センターを拠点とした施策の推進【拡充】 （⑦680百万円 ⑥663 百万円） 

指定管理者である（公財）横浜市男女共同参画推進協会が、①生活や仕事等で抱える悩みに関
する電話相談※、②女性の経済的自立や健康支援等の講座、③男女共同参画に関する広報・啓発、
④企業向けハラスメント対策セミナー等を実施 

※男性相談員による男性相談の委託でのモデル実施を含む 

横浜市ＤＶ相談支援 
センター案内カード 

Ⅴ 男女共同参画の推進                    （⑦728百万円 ⑥692 百万円） 

デートＤＶチャット相談窓口Ｙちゃっかる 
イメージキャラクター「ちゃっかる」 
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政策経営局予算案総括表
事業別内訳
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01111166
長方形



令和７年度政策経営局予算案総括表 単位：千円

令和７年度（案） 令和６年度 増　減

1,864,353 914,359 949,994

うち
ふるさと納税関係費 1,704,830 754,359 950,471

944,665 955,371 ▲ 10,706

34,312 62,753 ▲ 28,441

50,547 37,124 13,423

728,073 702,412 25,661

2,537,378 2,461,668 75,710

うち
職員人件費 2,485,161 2,398,151 87,010

2,206,218 40,616 2,165,602

前年比

　 161.7%

区分

１ 政策費

３ 共創推進費

２ シティプロモーション
　　推進費

8,365,546 5,174,303 3,191,243

４ 大都市・広域行政費

５ 男女共同参画費

７ 統計情報費

６ 政策総務費

合　　　計
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単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

政策調査費 78,902 ▲ 23,569

海洋施策推進費 3,000 0

ふるさと納税等推進事業 754,359 950,471

施策・事業評価制度推進事業 22,316 ▲ 2,572

政策支援・データ活用推進事業 55,782 25,664

単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

「広報よこはま」発行事業 431,452 868

インターネット広報事業 50,111 ▲ 3,114

テレビ・ラジオ広報事業 110,714 ▲ 660

「県のたより」配布事務 121,920 ▲ 960

広報企画調整事務 19,270 1,559

シティプロモーション事業 198,000 ▲ 7,540

フィルムコミッション事業 15,652 ▲ 455

報道機関調整費 8,252 ▲ 404

(▲ 458)

8

7,848
市長定例記者会見や記者発表等の市政情報発信に係る経費
【主な増減】報道対応研修（講師謝金）の増、市政情報掲載の見直し
による減

(7,848) (8,252) (▲ 404)

7

15,197

撮影支援に係る人件費等の経費
【主な増減】事業見直しによる事務費の節減

(15,123) (15,581)

(1,635)

6

190,460
都市ブランディング、インターナルブランディング等にかかる経費
【主な増減】YouTube動画制作終了に伴う減、都市ブランド調査内容精
査に伴う減

(190,460) (198,000) (▲ 7,540)

5

20,829

広報課全体の円滑な業務執行のための庶務事務等に係る経費
【主な増減】会計年度任用職員の報酬改定による増

(20,565) (18,930)

(▲ 660)

4

120,960
本市広報紙「広報よこはま」と併せ、県の広報紙「県のたより」を各
戸配布することに係る経費
【主な増減】配布部数の減に伴う減

(0) (0) (0)

3

110,054

本市の施策・魅力を発信する広報番組の放送に係る経費
【主な増減】広報ラジオ番組の見直しによる減

(110,054) (110,714)

シティプロモーションの推進に要する経費

本年度

(▲ 8,638)

2

46,997
市ウェブサイト、ソーシャルメディアによる適時・的確な情報発信に
係る経費
【主な増減】負担金の変更等による減

(42,997) (43,511) (▲ 514)

1

432,320
本市の基幹的な広報媒体である「広報よこはま」市版の発行、各世帯
へ配布等に係る経費
【主な増減】補完配布部数増に伴う増

(315,925) (324,563)

(744,537) (960,272)

(22,316) (▲ 2,572)

(0)

3 ふるさと納税等推進に係る経費
【主な増減】寄附受入金額の増に伴う事務経費（返礼品調達費等）の
増

(3,000)

1,704,830

(1,704,809)

2

5 データ分析・活用、人材育成等に係る経費
【主な増減】データ利活用環境の構築による増

(55,540) (25,900)

(19,744)

81,446

(81,440)

4 施策評価の取組に係る経費
【主な増減】事務費の見直し等による減

19,744

1

(3,000)

横浜の持続的な成長・発展に向けた取組の推進に要する経費

21,359

0

1,842,994

本年度

前年度

増減

1,864,353

914,359

中長期的な政策課題及び戦略的なまちづくりの検討等に係る経費
【主な増減】旧根岸競馬場一等馬見所の方向性検討終了による減

(57,890) (▲ 23,889)

海洋施策の推進に向けた取組等に係る経費
【主な増減】－

本年度

55,333

(34,001)

3,000

本年度
財源内訳

政策費
949,994

0

1

2 シティプロモーション推進費

本年度 944,665

前年度 955,371

増減 ▲ 10,706

本年度
財源内訳

190,595

51,098

0

702,972
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単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

共創推進運営費 2,218 ▲ 99

共創・オープンイノベーション推進事業 50,000 ▲ 30,000

ＰＰＰ推進運営費 10,535 1,658

単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

大都市制度・地方分権推進費 17,299 ▲ 1,338

広域行政運営費 18,976 ▲ 908

九都県市首脳会議座長業務費 849 15,669

本年度
財源内訳

0

20,090

0

14,222

(2,218)

3 共創推進費

本年度 34,312

前年度 62,753

増減

(▲ 99)

共創の推進に要する経費

本年度

1

2,119

共創フロントを通じた公民連携の更なる推進に係る経費
【主な増減】事業見直しによる減

(2,119)

▲ 28,441

13,423

(0)

3

12,193

PPP／PFI関連事業及び指定管理者制度運用に係る経費
【主な増減】PFI審査委員会の開催回数による増

(12,103) (10,445) (1,658)

2

20,000
多様な主体による地域や市民生活に根ざしたオープンイノベーション
の推進に係る経費
【主な増減】事業終了、事業手法の見直し等による減

(0) (0)

(849)

0

50,547

本年度

1

15,961

特別市の早期法制化の実現に向けた取組に係る経費
【主な増減】事業手法の見直しによる減

(15,961) (17,299)

4 大都市・広域行政費

本年度 50,547

前年度 37,124

増減

0

0

特別市の実現に向けた取組と広域連携の推進に要する経費

本年度
財源内訳

(15,669)

(▲ 1,338)

2

18,068

他自治体との広域連携・交流の推進に係る経費
【主な増減】友好交流関係の周年事業が終了したことによる減

(18,068) (18,976) (▲ 908)

3

16,518

九都県市首脳会議の座長業務に係る経費
【主な増減】九都県市首脳会議開催による増

(16,518)
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単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

よこはまグッドバランス企業認定事業 3,963 ▲ 62

ジェンダーに関する理解促進事業 1,720 3,520

地域防災における男女共同参画の推進 680 420

女性デジタル人材育成事業 13,000 0

デートＤＶ・DV防止事業 1,832 7,468

次期行動計画の策定／関係機関・団体との連携 5,476 5,075

男女共同参画に関する調査 3,080 1,420

男女共同参画センター運営事業 593,248 19,420

公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会補助 69,413 ▲ 1,600

※就職氷河期世代非正規職シングル女性支援事業は令和６年度で終了（男女共同参画センター等に移行）

単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

職員人件費 2,398,151 87,010

その他管理費 63,517 ▲ 11,300

(19,399)

9

67,813

（公財）横浜市男女共同参画推進協会事業に係る経費
【主な増減】人件費の見直しによる減

(67,813) (69,413) (▲ 1,600)

52,217

政策経営局全体の管理運営等に係る経費
【主な増減】事業内容の見直しによる事務費及び負担金の減

(50,558) (61,910)

8

612,668

男女共同参画センターの運営に係る経費
【主な増減】賃金水準変動等に伴う増

(612,169) (592,770)

0

2,535,719

1

3,901

よこはまグッドバランス企業認定に係る経費
【主な増減】郵送代の削減による減

(1,951) (1,982)

5  男女共同参画費　

本年度 728,073

前年度 702,412

増減 25,661

本年度
財源内訳

4

13,000

女性デジタル人材育成に係る経費
【主な増減】-

(5,500) (5,500) (0)

10,305

3

1,100

男女共同参画の視点を取り入れた防災研修に係る経費
【主な増減】事業拡充による委託費の増

(550) (340) (210)

(▲ 31)

2

5,240
若い世代に向けた広報・啓発、地域におけるジェンダーに関する理解
促進等に係る経費
【主な増減】広報・啓発の拡充による委託費の増

(4,935) (1,420) (3,515)

499

0

717,269

本年度

(1,420)

6

10,551
第６次横浜市男女共同参画行動計画の策定等に係る経費
【主な増減】第６次横浜市男女共同参画行動計画の策定に係る委託費
の増

(10,551) (5,476) (5,075)

5

9,300

デートDV・DV防止に向けた取組に係る経費
【主な増減】広報・啓発の拡充による委託費の増

(9,300) (1,832) (7,468)

7

4,500

男女共同参画に関する事業所調査に係る経費
【主な増減】委託内容の変更による増

(4,500) (3,080)

本年度

1

2,485,161

政策経営局職員に対する給料、各種手当及び共済費
【主な増減】共済組合負担金の増

(2,485,161) (2,398,151)

6 政策総務費

本年度 2,537,378

前年度 2,461,668

増減 75,710

本年度
財源内訳

0

(▲ 11,352)

(87,010)

男女共同参画の推進に要する経費

職員人件費及びその他管理費に要する経費

2

1,659
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単位：千円

国・県

その他

市債

一般財源

単位：千円　※（　）内は一般財源

事業名 前年度 増　減

統計情報事業 1,785 227

市町村統計事務推進事業 1,474 7

学校基本調査事業 353 11

国勢調査事業 0 2,198,580

経済センサス-活動調査事業 0 3,781

農林業センサス事業 9,368 ▲ 9,368

全国家計構造調査事業 7,819 ▲ 7,819

国勢調査調査区設定事業 18,661 ▲ 18,661

国勢調査第３次試験調査事業 1,156 ▲ 1,156

国勢調査の実施に係る経費
【主な増減】前回調査令和２年度　令和２年度予算：1,692,573千円

経済センサス‐活動調査の実施に係る経費
【主な増減】前回は令和２年度　令和２年度予算：7,198千円

学校基本調査の実施に係る経費
【主な増減】会計年度任用職員報酬単価の増

統計思想の普及及び統計調査従事職員の資質向上に係る経費
【主な増減】郵便料金上昇による郵送料の増

統計事務全般に係る経費
【主な増減】大都市統計協議会開催市変更による旅費の増

40,616

増減 2,165,602

本年度
財源内訳

2,204,206

(0)

8

0

2,004

本年度

2,198,580

統計調査等に要する経費

(0) (0)
4

7 統計情報費

本年度 2,206,218

前年度

(0)

5

3,781

(0)(0) (0)

(0) (0)
3

364

(226)(2,004) (1,778)

2

1,481

(0)(0) (0)

1

2,012

(0)(0) (0)

9

0

【事業終了】 (0)(0) (0)

8

0

【事業終了】

(0)

7

0

【事業終了】 (0)(0) (0)

6

0

【事業終了】 (0) (0)
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